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岩国農林事務所農業部 

         

～ 岩国市Ａ・Ｂ地区 ～ 

Ｂ 
集落 

Ａ 
集落 

Ａ集落の広場 

集落全景 

１ Ａ・Ｂ集落の概要 
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◇営農組合「Ｅ」 

・平成７年に設立 

・機械の共同利用を実施 

・Ａ集落の農家１９戸で構成 

 

 

◆概況 
 

法人化の推進 

○現在の機械共同利用のしくみがうまくいって  
おり、問題がなかった。 

○同居世代の後継者がおり、農作業を各戸で
行うことができていた（14戸）。 

○法人化による規模のメリットが出にくい。 

話し合いが停滞した 

視点を変えた誘導 
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女性グループＳ 

集落の再点検 

むらづくり勉強会 

営農の視点を盛り込む 

他県の法人への先進地視察 

「むら・ひとがきらめく生産・生
活活動促進事業」 
 

営農組合役員の法人化に対する認識の変化 

２ 生産・暮らしの点検活動の実施 

集落全戸集会で発表 
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３ 集落営農・生活ビジョンの作成 

ワークショップの開催 

４ 集落営農法人化に向けて 

話し合い活動の活発化 

ビジョンの発表・実践 

話し合いが活発化 

営農のしくみづくりに関する
話し合い 

中山間地域直接支払制度協定面積の拡大 

中垣内集落の参画 

２集落１協定へ 
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営農法人検討会設置までの過程 

営農法人検討会 
の設置 

Ａ集落８名 Ｂ集落５名 

男性５名、女性３名 男性５名 

営農の
検討 

アンケート調査の
実施 

Ａ集落  １８戸（３４名） 

Ｂ集落  １１戸（２５名） 

合 計  ２９戸（５９名） 

    ◎営農に関するアンケート調査の実施 
 

◎農地マップの作成（所有者、耕作者）  

営農法人検討会の取り組み 

農地マップの検討 

経営者、後継者等 
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問 今後、集落の農業はどのような方向に 

   進むべきだと思いますか？ 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

B・非

B・外

B・経

Ａ・非

Ａ・外

Ａ・経

全体 人

営農組織（法人）が中心となって全員で集落全体の農業を行う

大規模農家に集落全体の農業を任せる

個人の農業は個人で行う

その他

８割が「営農組織（法人）が中心となって全員で集落全体の農業を行う」と回答 

・除々に法人化に
移行する 

・全員で集落全体
の農業を行ってい
くことは必要と思う
が、法人化が必要
かどうかわからな

い 

共通アンケートの実施 

注） 
経：経営主 

   外：経営主以外 

非：非農家 

問 今後、家の農業を引き継ぐ場合、不安な点がありますか？ 

後継者へのアンケート 
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ある ない

・農業の知識不足  

・天候、天災、鳥獣害への対応・対策 

・後継者がいない 

・将来像が描けない 等  

 

「ある」と回答した人が約７割 

後継者も
不安 

安心してできるしく
み必要 

検討会の共通認
識になった 
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○助成金活用提示（法人の運営源） 
 ・中山間直接支払制度交付金活用 
  

○法人化によるビジョン実践案 
 検討 
・加工・販売、野菜の共同栽培 
             等 

H23の取組み 

○法人のしくみ検討 
 ・対象農地等の検討 
 

Ａ・Ｂ 
集落全員説明会 

５ 集落営農法人発起人会の開催 
H24の取組み 

法人のしくみ検討 
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H24の取組み 

○対象ほ場の選定 

○構成員の選定 

○事業計画の作成（事業目論見書） 

○人・農地プランの作成・合意 

○出資金や資金繰りの検討 

○定款・規約の作成 

○共同機械の導入 

○法人として管理する農地（作付けできる農地）・・利用権設定 

○中山間直支協定で集落全体で守る農地（不作付地等） 

法人として守る農地の選定 

どうやって守るかの話し合いができた 

○中山間直支協定農地の範囲内を守る 
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 農林事務所 
○話し合いの主導的役割 

○事業計画、定款・規約等
手続き書類の作成 

○人・農地プラン作成 

 

 

 

関係機関の役割分担 

市総合支所 
○話し合いのサポート 

○中山間直支協定の変更 

○戸別所得補償制度の活用 

○利用権設定支援 

○人・農地プラン支援 

ＪＡ 
○法人化後の作物栽培指導 

○口座開設 

○法人化後の資材販売 

市本所 
○人・農地プラン検討会開
催 

○農地利用集積円滑化団
体 としての白紙委任業務 

農業会議 
○登記支援 
 

農政事務所 
○戸別所得継承手続支
援 
 

〈地区：Ａ集落、Ｂ集落〉 

６ 農事組合法人「 Ｎ」の設立 

◆概況 
 

・組合員 ３５戸 
     ４６人 
（うち女性１４人） 
・理 事 １０人 
（うち女性 ２人） 
・経営規模 
   ６．２ｈａ 
・経営作目 
   水稲、野菜 
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７ 集落ビジョンの実践 
らっきょう収穫作業 

交流会の開催 

８ 小学生の農作業体験の受け入れ 

もみすりの実演 

稲作についてのお話 
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９ 共同野菜ほ場の設置 

らっきょう栽培 

猿被害防護柵 

おわり 


